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過疎地域など公共交通サービス水準が低い地域においては，住民はその環境に適応してニーズを低く形

成する場合がある．故に，公共交通計画を策定する際，住民の活動機会に着目すべきである．著者ら7)は，

活動機会の大きさを測定する一連のアクセシビリティ指標を構築している．しかし，これは1拠点への移

動のしやすさを表す指標でしかなく，複数の活動拠点が存在する場合や，行先の拠点でのサービスの多様

性がある場合の活動機会を評価できない．本研究では，1拠点へのアクセシビリティ指標を拡張し，複数

の活動拠点，複数のサービスを考慮したアクセシビリティ指標を構築した． 
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1. はじめに

過疎地域など公共交通サービス水準が低い地域に

おいては，住民はその環境に適応してニーズを低く

形成する場合がある1）．故に，公共交通計画を策定

する際，いかにニーズを満たすかに着目するのでは

なく，住民の活動機会に着目すべきである2)．活動

機会とは，例えば買いものができること，診療を受

けられることなどといった個人が達成しうる行動や

状態を指し，その大きさは個人間で比較可能である

とされる3)． 

地域公共交通計画策定の際，サービス改善の必要

がある地区が複数存在する場合，予算や時間などの

制約から整備すべき地域に優先順位をつける必要が

ある．この場合ニーズに着目すると，公共交通サー

ビス水準が低く，ニーズが低く形成されている地区

の優先順位は低くなってしまうが，活動機会に着目

する限りサービス改善の優先順位に歪みは生じるこ

とはないと考えられる．よって，地区ごとの活動機

会の大きさを評価しうる指標を構築することは，有

用であると考えられる． 

活動機会の大きさ，すなわち生活における様々な

な活動の実施のしやすさを評価しうる指標として，

アクセシビリティ指標があげられる．アクセシビリ

ティ指標については，膨大な研究の蓄積がみられ，

例えば，土屋らの累積機会に基づく指標4)，時空間

プリズムに基づく指標5)などがある． 

しかし，これらの指標が公共交通の計画に有用と

は限らない．公共交通は，路線及び運航の時間が固

定的であることが一般的であり，それゆえ個人が活

動を実施する場所や時刻を制約する6)． 

谷本ら6)は，こういった公共交通に伴う時空間的

制約を考慮し，公共交通を利用して活動を行う際の

移動のしやすさ(アクセシビリティ)を評価する指標

を新たに構築した．これは，活動時間，移動時間，

公共交通の待ち時間などを変数として，時間配分の

多様性に着目し，時空間的側面から公共交通の利用

による活動機会の大きさを評価するものである． 

喜多ら5)は，谷本らのアクセシビリティ指標を拡

張し，バス停への歩行と乗車による身体的疲労，バ

スダイヤ，施設の営業時間，バスを利用する個人の

外出可能時間帯などを総合的に考慮した指標を構築

した． 

しかしながら，この指標5)は1拠点への移動のし

やすさを表す指標でしかなく，複数の活動拠点が存

在する場合や，そこで提供される複数のサービスを

考慮した指標ではなかった． 

多くの住民は，活動を行う拠点として，複数の候

補から一つを選択していると考えられる．よって，

活動機会の大きさは，複数の活動拠点を考慮して計

測される必要がある． 

また，買い物という活動を考えたとき，利用する
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拠点において食料品の買い物しか行えない場合と，

衣服の買い物も同時に行える場合で買い物という活

動機会の大きさは異なる．よって買い物という活動

を行うのに必要ないくつかの具体的なサービス(商

品)を洗い出し，その必要十分に細分化されたサー

ビスがどれだけ享受可能か，ということを考慮する

必要がある． 

本研究では著者らの指標2）をサービスへのアクセ

シビリティ指標に拡張することで，複数拠点及び，

そこで提供される複数のサービスの補完関係を考慮

した指標を提案する．具体的には，まず喜多ら5)の

１拠点へのアクセシビリティ指標を複数の拠点への

アクセシビリティ指標に拡張する．また，活動機会

と活動を行うのに必要な個々のサービスとの関係を

明らかにし，拡張した指標を用いた個々のサービス

へのアクセシビリティ指標から活動機会の大きさが

求められる指標を提案する． 

さらに，数値分析によって，提案する指標が，活

動拠点の増加や獲得できるサービスの増加が活動機

会の大きさに与える影響を評価し得る指標であるこ

とを確認する． 

2. 先行研究のアクセシビリティ指標

まず，これまでに著者らが開発した1拠点へのア

クセシビリティ指標7）を説明する．拠点への到着便

数K，出発便数Jのバスダイヤの場合のアクセシビ

リティ指標𝑎 は，以下の式で表される． 

𝑎 = 𝑒𝛾∗𝛿∗2𝑀・𝑒
−𝛾∗𝜀∗ℎ𝑛

∑

𝐽

𝑗=1

∫ ∑

𝐾

𝑘=1

∫ 𝑒−𝛾∗𝜏𝑝
𝑘𝑗

𝑑𝑡𝑠 𝑑𝑡𝑒

𝑡𝑠

𝑡𝑠

𝑡𝑒

𝑡𝑒

𝑡𝑠=𝑚𝑎𝑥 (𝑎𝑘 + ℎ𝑛2, 𝑇𝜆) , 𝑡𝑠 = 𝑚𝑖𝑛 (𝑡𝑒,𝑎𝑘+1 + ℎ𝑛2, 𝑇𝜆),

𝑡𝑒 =  𝑚𝑎𝑥(𝑑𝑗−1 − ℎ𝑛2, 𝑇𝜆) , 𝑡𝑒 =𝑚𝑖𝑛 (𝑑𝑗 − ℎ𝑛2, 𝑇𝜆) ,  𝜏

＝𝑑𝑗 − 𝑎𝑘 − 𝑡𝑒 + 𝑡𝑠 − 2ℎ𝑛2,   ℎ𝑛 =2(ℎ𝑛1 + ℎ𝑛2)

ここに，Mはバスの片道の乗車時間, 𝛾はパラメー

タ， ℎ𝑛1は年齢階級nの住民による自宅-バス停間の

歩行時間，ℎ𝑛2は年齢階級nの住民による施設-バス

停間の歩行時間，𝛿は待ち時間に対する乗車時間の

等価時間係数，𝜀は待ち時間に対する歩行時間の等

価時間係数， 𝑝𝑘𝑗は一週間に対する，往路k便目，

帰路j便目のダイヤを利用できる日の割合である． 

喜多ら 7)の指標は図形的には，図-1 の実線で示さ

れる立体の体積で表される(到着 1便，出発 2便の場

合)．ここで，活動開始時刻 ts，活動終了時刻 te， の

組み合わせ(ts ,te)におけるアクセシビリティを要素

アクセシビリティと呼び，その値を，𝑓 (ts ,te)と表す． 

𝑓 (ts ,te)は ，図-1 において，ある点(ts ,te)における立

体の高さを表している．このときアクセシビリティ

指標は，要素アクセシビリティ𝑓 (ts ,te)の値を， 

(ts ,te)が取りうる範囲で足し合わせてできる立体の

体積となる． 

ここで，活動開始時刻 ts，活動終了時刻 te， の組み

合わせ(ts ,te)における要素アクセシビリティ𝑓 (ts ,te) 

を，以下のように定義しておく．これは 3 章におい

て，上記の１拠点へのアクセシビリティ指標 7)を，

複数拠点へのアクセシビリティ指標に拡張の際，議

論を簡単にするためである． 

f (𝑡𝑠 , 𝑡𝑒) = 𝑒−𝛾∗𝜏 (2) 

ここで，𝑎𝑘≦𝑡𝑠＜𝑎𝑘+1かつ𝑑𝑗−1＜𝑡𝑒≦𝑑𝑗(k=1.2…K)

(j=1.2…J) のとき 

𝜏 = 𝛿 ∗ 2𝑀 + 𝑑𝑗 − 𝑎𝑘 − 𝑡𝑒 + 𝑡𝑠 (3) 

𝑡𝑠＜𝑎𝑘かつ𝑑𝐽＜𝑡𝑠かつ𝑡𝑒＜𝑎𝑘かつ𝑑𝐽＜𝑡𝑒 のとき

𝜏 = ∞ (4) 

とする．これは，活動開始時刻 ts，活動終了時刻 te， 

の組み合わせ(ts ,te)において背反な場合分けである． 

この(2)~(4)式は，式(1)におけるバスの乗車時間

の疲労を表す項𝑒𝛾∗𝛿∗2𝑀 と待ち時間による疲労を

表す項𝑒−𝛾∗𝜏 により，(ts ,te)における要素アクセシ

ビリティ𝑓 (ts ,te) を表したものである．なお，歩行

時間による疲労を表す項𝑒−𝛾∗𝜀∗ℎ𝑛 と一週間に対す

るバスダイヤを使用可能な日の割合を表す項𝑝𝑘𝑗 

は省略している． 

 一週間に対するバスダイヤを使用可能な日の割合

を表す項𝑝𝑘𝑗は 3 章のモデル式で改めて考慮するが，

歩行時間による疲労を表す項𝑒−𝛾∗𝜀∗ℎ𝑛は，これ以降

省略することとする．これは，これ以降の議論を簡

単にするためである．なお省略しても本質を損なう

ことはない． 

3. 提案する指標

(1)  複数拠点へのアクセシビリティ指標 

図-1   アクセシビリティ指標の概念図 

到着便１便，出発便２便の場合 
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ここでは，同一種類のサービスが 2 拠点で提供さ

れる場合についてモデル化するが，3 拠点以上の場

合についても拡張可能である． 

想定する状況は，住民は拠点 1 または拠点 2 で買

い物を行い，拠点 1へはバス路線 R1,拠点 2 へはバ 

ス路線 R2 を利用するという状況である(図-2)． 

家とバス停は隣接しおり，また，拠点内の全ての

施設は互いに隣接していると仮定する．よって，家

からバス停までの歩行や，拠点内での歩行は考慮し

ないものとする．  

ある(ts ,te)における拠点 1，拠点 2への要素アクセ

シビリティをそれぞれ 𝑓1(𝑡𝑠 , 𝑡𝑒), 𝑓2(𝑡𝑠 , 𝑡𝑒) とす

る(図-3(a))． 

ここで，従来路線 R1 しか利用できなかった住民

が，新しく路線 R2 を利用できるようになったとい

う状況を考える．ある(ts ,te)において，𝑓1(𝑡𝑠 , 𝑡𝑒),＜

𝑓2(𝑡𝑠 , 𝑡𝑒)の場合，当該活動への要素アクセシビリテ

ィ は 𝑓1(𝑡𝑠 , 𝑡𝑒), → 𝑓2(𝑡𝑠 , 𝑡𝑒) に 高 ま る ． 逆 に

𝑓1(𝑡𝑠 , 𝑡𝑒), ≧ 𝑓2(𝑡𝑠 , 𝑡𝑒)の場合は，𝑓1(𝑡𝑠 , 𝑡𝑒)のままであ

る．これより，任意の(ts ,te)における要素アクセシ

ビリティは，𝑚𝑎𝑥 [𝑓1(𝑡𝑠 , 𝑡𝑒), 𝑓2(𝑡𝑠 , 𝑡𝑒)]で表すことが

できることがわかる．よって，2 拠点への指標は，

ある(ts ,te)における，𝑚𝑎𝑥 [𝑓1(𝑡𝑠 , 𝑡𝑒), 𝑓2(𝑡𝑠 , 𝑡𝑒)]の値を，

(ts ,te)の取りうる範囲で足し合わせたものとして表

現される．それは，図-3(b)に示すような立体の体積

を求めることで得られる． 

以上より 2 拠点へのアクセシビリティ指標𝑎12は

以下のように表せる． 

𝑎12 = v (5) 

ここに v は，𝑚𝑎𝑥 [𝑓1(𝑡𝑠 , 𝑡𝑒), 𝑓2(𝑡𝑠 , 𝑡𝑒)]の値を，

(ts ,te)の取りうる範囲で足し合わせてできる立体の

体積(図-3(b))である． 

この立体の体積 v の求め方を以下の例をもとに示

す．拠点１へ向かうバス路線(以下，路線 R１とす

る)には，拠点１への到着時刻𝑎1，拠点からの出発

時刻𝑑1, 𝑑2というダイヤが存在し，拠点 2 へと向か

うバス路線(以下，路線 R２)には，拠点 2への到着時

刻𝑎′1，拠点からの出発時刻𝑑′1というダイヤが存在

するとする．このダイヤを早い時刻のものから順に

並べると，𝑎1≦𝑎′1≦𝑑1≦𝑑′1≦𝑑2となるとする(図-

4(a))． 

(a) 拠点１へのアクセシビリティ指標(実線)， 

拠点２へのアクセシビリティ指標(破線) 

(b) 2拠点へのアクセシビリティ指標

図-3 アクセシビリティ指標の概念図 

(a) 路線 R１のダイヤ(a1,d1,d2) 

路線 R２のダイヤ(a’1,d’1) 

(b)  路線 R１のダイヤ，路線 R１のダイヤ 

を𝑏1～𝑏5におきかえたもの

図-4 2拠点へのアクセシビリティ指標 

を表す立体の平面図 

図-2 2拠点で買い物を行う社会 
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ここで 2 路線のダイヤの前後関係を把握しやすく

るすため， 𝑏1 = 𝑎1, 𝑏2 = 𝑎′1, 𝑏3 = 𝑑1, 𝑏4 = 𝑑′1, 𝑏5 =

𝑑2 と書き換えると，𝑏1≦𝑏2≦𝑏3≦𝑏4≦𝑏5が成り立

つ．これを(𝑡𝑠 , 𝑡𝑒)平面上で表すと図-4(b)のようにな

る． 

また，𝑡𝑠軸における𝑏1 , 𝑏2…, 𝑏5を𝑏𝑞(q=1.2….5)，

𝑡𝑒軸における𝑏1 , 𝑏2…, 𝑏5を𝑏𝑟 (r=1.2….5)とする．さ

らに求める立体を図のように格子上に分割し，それ

ぞれの立体を𝑣𝑞𝑟とする(図-5)．𝑣𝑞𝑟  における(q. r)は，

(𝑡𝑠 , 𝑡𝑒)平面上で区切られた面積の左上の点の座標

(𝑏𝑞 , 𝑏𝑟)に対応する．

求める立体の体積𝑣を𝑣𝑞𝑟を用いて表すと，

𝑣 = ∑ ∑ 𝑣𝑞𝑟𝑝𝑞𝑟

4

𝑞=1

4

𝑟=1

(6) 

ただし， 

(ⅰ)  q> r のとき 

𝑣𝑞𝑟＝ ∫ ∫ 𝑚𝑎𝑥[𝑓1, 𝑓2]𝑑𝑡𝑠𝑑𝑡𝑒

𝑏𝑞+1

𝑏𝑞

𝑏𝑟+1

𝑏𝑟

(7) 

(ⅱ) q= r のとき 

𝑣𝑞𝑟＝ ∫ ∫ 𝑚𝑎𝑥[𝑓1, 𝑓2]𝑑𝑡𝑠𝑑𝑡𝑒

𝑡𝑒

𝑏𝑚

𝑏𝑛+1

𝑏𝑛

(8) 

(ⅲ) r <q のとき 

𝑣𝑞𝑟＝0
(9) 

𝑝𝑞𝑟は，𝑏𝑞≦𝑡𝑠≦𝑏𝑞+1  , 𝑏𝑟≦𝑡𝑒≦𝑏𝑟+1において使用

する路線 R1 のバスダイヤの組み合わせ(𝑎𝑖 , 𝑑𝑗)また

は路線 R2 のバスダイヤの組み合わせ(𝑎′𝑙 , 𝑑′𝑚)を利

用できる日数の一週間に対する割合である． 

以上より 2拠点へのアクセシビリティ指標は， 

𝑎12 = ∑ ∑ 𝑣𝑞𝑟𝑝𝑞𝑟

4

𝑞=1

4

𝑟=1

(10) 

(ⅰ)  q> r のとき 

𝑣𝑞𝑟＝ ∫ ∫ 𝑚𝑎𝑥[𝑓1, 𝑓2]𝑑𝑡𝑠𝑑𝑡𝑒

𝑏𝑞+1

𝑏𝑞

𝑏𝑟+1

𝑏𝑟

(11) 

(ⅱ) q= r のとき 

𝑣𝑞𝑟 = ∫ ∫ 𝑚𝑎𝑥[𝑓1, 𝑓2]𝑑𝑡𝑠𝑑𝑡𝑒

𝑡𝑒

𝑏𝑞

𝑏𝑟+1

𝑏𝑟

(12) 

(ⅲ) r <q のとき 

𝑣𝑞𝑟＝0
(13) 

と表せる． 

(2)  複数のサービスへのアクセシビリティ指標 

3.1では，各活動拠点ですべての(または，同一の)

サービスが提供されると想定していた．しかし，医

療サービスを例にとると，内科系診療所，外科系診

療所，総合病院のように，現実には提供されるサー

ビスの種類は同一ではない．買い物という機能を達

成する場合，図-6 に示す複数のサービス(商品)を購

入可能であることが必要である．以後この機能の達

成に必要なサービスを最小単位のサービスと呼ぶ．

最小単位のサービスは，観念的には生活に必要な独

立したサービスにこれ以上分類できないサービスと

考えられるものである．例えば，肉，野菜といった

商品は，品質に差はあれどどの店舗においても，同

じような商品を購入できるため，最小単位のサービ

ス(商品)である．逆に，食料品は，肉，野菜，魚と

いった，より具体的かつそれぞれが最低限の生活に

必要な独立した商品に分類可能であるため，最小単

位の商品ではない．同様に，眼科医療といったサー

ビスにおいても，どの病院にいっても，眼科医療と

して最低限のサービスは享受可能であり，最小単位

のサービスである．なお，この最小単位のサービス

の具体的な分類を明らかにすることは，本研究では

扱わない． 

ここで，改めて本研究における，サービス(商品)，

施設，活動拠点といった概念を整理しておく．活動

拠点は，複数の施設の集合している地点(一店舗し

かない場合も含む)である．また，施設では複数の

サービス(一つの場合も含む)を享受可能であるとす 

図-５ 2拠点へのアクセシビリティ指標を表す 

立体を分割してできる立体の平面図 
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る． 

本研究では，すべての機能は，機能の達成に必要

な複数の具体的なサービス(商品)の獲得可能性の関

数からなると考える．さらにこのサービスの獲得可

能性は，各サービスを獲得可能な施設の存在する活

動拠点へのアクセシビリティ指標によって表す． 

ある活動が図のようなサービス A，サービス B，

サービス C，…を享受することから行われるとする

と，活動機会の大きさは以下のように定式化できる． 

𝐶＝𝑓𝑐(𝑎𝐴, 𝑎𝐵 , 𝑎𝐶 , … ) (14) 

ここに，𝐶は活動機会の大きさ，𝑎𝐴 , 𝑎𝐵 , 𝑎𝐶，…は

それぞれサービス A，B，C，…が享受可能な拠点

へのアクセシビリティである． 

以下，簡単のため 2 種類のサービス (サービス A，

サービス B)を考慮し，活動を行う候補地は 2 拠点

(拠点 1，拠点 2)存在するとする． 

ここで，サービスＡが両方の拠点で獲得できる場

合は 

𝑎𝐴 = 𝑎12 (15) 

となり，3.1 で述べた 2 拠点へのアクセシビリティ

指標𝑎12を用いて表す．片方の拠点でしか獲得でき

ない場合(例えば拠点 1でのみ獲得可能)は 

𝑎𝐴 = 𝑎1 (16) 

となる．サービスＢに関するアクセシビリティ指標

𝑎𝐵についても同様である．

以上より，サービスＡ，Ｂを利用して行われる活

動の機会の大きさ𝐶𝐴𝐵を以下のように表す．

𝐶𝐴𝐵＝𝑓𝑐(𝑎𝐴, 𝑎𝐵) (17) 

ただし，拠点 1，拠点 2 の両方でサービス A が利

用可能なとき 

𝑎𝐴 = 𝑎12 (18) 

拠点 1でしか利用できないとき 

𝑎𝐴 = 𝑎1 (19) 

拠点 2でしか利用できないとき 

𝑎𝐴 = 𝑎2 (20) 

どちらの拠点でも利用できないとき 

aA = 0 (21) 

となる(サービス B の場合も同様) 

𝐶𝐴𝐵：サービス A,B を利用して行う活動の機会の

大きさ 

aA, aB：サービス A,B が獲得できる拠点へのアク

セシビリティ指標 

𝑎1, 𝑎2：順に拠点 1，拠点 2へのアクセシビリティ

 指標(1拠点への指標：(1)式) 

𝑎12：拠点 1,拠点 2 両方へのアクセシビリティ

指標(2拠点への指標：(10)~(13)式) 

4. 数値計算

(1) 数値分析の目的 

 3 章で提案した指標に基づいて数値分析を行う．

数値分析により，提案した指標が，先行研究のアク

セシビリティ指標よりも，活動を行う拠点数，そこ

で獲得できるサービスの種類において，より多くの

状況における活動機会の大きさを評価し得ることを

示す．また様々な代替案における活動機会の大きさ

を求め，活動機会の大きさが最も高くなる代替案に

ついて考察する． 

(2) 数値分析の方法 

a) 想定する社会

 本章では交通サービス水準が低い過疎地域におけ

る活動機会，すなわちどれくらい買い物ができるか，

どれくらい医療を受けられるか，という活動機会の

大きさの計測について考える． 

居住地の周辺には商店や病院が存在せず，生活に

必要な活動は中心地へバスを利用して出向いて行わ

なければならないような地域を想定している．バス

停は住居及び活動を行う施設に近接しており，住居

及び施設からバス停までの歩行時間，歩行による疲

労は考えない．中心地は二つ存在し，一つの中心地

へのバス路線しか無い場合もあれば，両方の中心地

それぞれへ向かう二つのバス路線が存在する場合も

ある．それぞれの中心地では，ある機能に対して一

種類か二種類のサービスが受けられる．二種類のサ

ービスはサービス A，サービス Bとし，それぞれ性

質の異なるサービスとする． 

b) パラメータ及び代替案の設定

表-1に示すケースを対象に，表-2の代替案を想定

した． 

ここでは，(17)式で示した関数𝑓𝑐(𝑎𝐴, 𝑎𝐵)が(5)式の

ように各サービスへのアクセシビリティ指標の線形

和で表せるとする．  

𝑓𝑐(𝑎𝐴, 𝑎𝐵)＝𝑎𝐴+𝑎𝐵 (22) 

図-６ サービスの階層構造 
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表-1 想定するケース 

 

この時，ケース j (j=1.2.3.4)における活動機会の大

きさ𝐶𝑗は，以下のようになる．

𝐶1=𝑎12 (23) 

𝐶2=𝑎12 + 𝑎12 (24) 

𝐶3= 𝑎1+ 𝑎2 (25) 

𝐶4= 𝑎12 + 𝑎2 (26) 

表-3 に示すようにパラメータの値を設定し，式

を用いて，拠点へのアクセシビリティ指標𝑎1 ,

𝑎2, 𝑎12 及び活動機会の大きさ𝐶𝑗 を求めた．

なお，個人が各代替案のバスダイヤを週何回使え

るかという割合𝑝𝑖についてはすべて１として計算し

た．またすべての施設の営業時間は同じものとする． 

活動λを行う施設の営業

開始時刻𝑇𝜆【時】

9 

活動λを行う施設の営業

終了時刻𝑇𝜆 【時】 

22 

パラメータ𝛾 1.814 

バスの乗車時間の等価 

時間係数𝛿 

3.646 

路線①のバスの片道の 

乗車時刻 Q1 【時間】 

0.5 

路線②のバスの片道の 

乗車時刻 Q2【時間】 

0.75 

パラメータ𝛾および等価時間係数𝛿は喜多ら 5)の指

標のものを用いる． 

以上表-2の代替案，及び表-3のパラメータの値か

ら，式(23)～(26)用いて，活動機会の大きさを求め

た．なお，拠点 1，拠点 2，へのアクセシビリティ

指標𝑎1，𝑎2，両方への拠点へのアクセシビリティ指

標両方の拠点へのアクセシビリティ指標= 𝑎12の値

は，式(1)及び式(10)～(13)を用いて計算した． 

(3) 結果 

数値計算の結果は表-4 のようになった． 

これより，アクセスできる拠点，獲得できるサー

ビスが増えれば，アクセシビリティも増加するとい

う意図した通りの指標となっていることを確認した．

また，この指標においては，代替案 3，すなわちバ

スダイヤを一便増やした場合に，ケースによらず活

動機会の大きさが最も大きくなることが分かった． 

5．おわりに 

本研究では，買い物などの活動を行う複数の拠点

の候補，及び活動を行うのに必要な複数のサービス

を考慮した活動機会の大きさを表す指標を提案した． 

 また，提案した指標を用いて数値分析を行い，２

拠点，2 種類のサービスが存在する場合の活動機会

の大きさを表し得る指標であることが確認できた． 

この指標により，従来アクセスできなかった活動

拠点に向かう公共交通バスの新規路線を開設した場 

合や，既存路線のダイヤを増やした場合の活動機会

の大きさを評価することが可能である．さらには住

民が活動する拠点において，利用できるサービスを

充実させた場合の活動機会の大きさなども評価可能

である． 

しかしながら，活動機会の大きさが同じ値であっ

ても，一方のサービスへのアクセシビリティともう

一方のサービスへのアクセシビリティの差が大きい

場合，差がほとんどない場合では，大きく状況が異

なる．よって，この指標による値だけに着目して公

共交通サービス水準を評価することはできないこと

に注意する必要がある． 

 今回は活動機会の大きさを表す関数の関数系を各

拠点へのアクセシビリティ指標の線形和として表し

た．今後様々な関数形を用いて数値計算を行い，適

ケース
拠点1で獲得で
きるサービス

拠点2で獲得で
きるサービス

ケース1 サービスA サービスＡ

ケース2
サービスA+
サービスB

サービスＡ+
サービスＢ

ケース3 サービスＡ サービスＢ

ケース4 サービスＡ
サービスＡ+
サービスＢ

代替案 路線R1のダイヤ路線R2のダイヤ

代替案1
行9：00
帰17：00

行9：00
帰17：00

代替案2
行9：00
帰17：00

行10：00
帰17：00

代替案3
行9：00
帰13：00
帰17：00

行10：00
帰16：00

代替案4
行9：00
帰17：00

　　代替案
ケース

代替案1 代替案2 代替案3 代替案4

ケース1 4.118 4.202 8.169 4.077

ケース2 8.236 8.404 16.33 8.154
ケース3 4.227 4.227 8.277 4.077
ケース4 4.268 4.352 8.318 4.077

表-2 想定する代替案 

表-3   想定するパラメータ 

表-４ 結果(機能の達成度(×10−4)) 

第 53 回土木計画学研究発表会・講演集

 595



切な関数形を選択する必要がある． 

 また，喜多ら 5)の指標において考慮されている自

宅からバス停までの歩行による疲労，拠点内の移動

など，本研究では省略して数値計算を行った．今後

改めて，今回省略した要素を考慮した分析を行った

結果を検討しなければならない． 

 本研究で提案した指標の現象説明力を検証するた

め，また上記にあげた課題に取り組む上でも，今後

実際の地域における事例分析を行う必要がある． 

謝辞: 本研究は，科学研究費(課題番号：2524907)

の一部として実施したものであり，謝意を表する次

第である． 

付録 

以下では，拠点1への要素アクセシビリティ

𝑓1(𝑡𝑠 , 𝑡𝑒), に拠点 2 への要素アクセシビリティ

𝑓2(𝑡𝑠 , 𝑡𝑒)について詳述する．拠点1へ向かう路線R1

において，到着便数K，出発便数Jというバスダイ

ヤが存在する場合の𝑓1(𝑡𝑠 , 𝑡𝑒)は以下のように定式化

される． 

𝑓1(𝑡𝑠 , 𝑡𝑒) = 𝑒−𝛾∗𝜏

ここで，𝑎𝑘≦𝑡𝑠＜𝑎𝑘+1かつ𝑑𝑗−1＜𝑡𝑒≦𝑑𝑗(k=1.2…K)

(j=1.2…J) のとき 

𝜏 = 𝛿 ∗ 2𝑀 + 𝑑𝑗 − 𝑎𝑘 − 𝑡𝑒 + 𝑡𝑠 

𝑡𝑠＜𝑎𝑘かつ𝑑𝐽＜𝑡𝑠かつ𝑡𝑒＜𝑎𝑘かつ𝑑𝐽＜𝑡𝑒 のとき

𝜏 = ∞ 

 ここに，𝛾はパラメータ， 𝛿は待ち時間に対する

乗車時間の等価時間係数，Mは拠点1へ向かう場合

のバスの片道の乗車時間である． 

また拠点2へ向かう路線R2において，到着便数L，

出発便数Mというバスダイヤが存在する場合の

𝑓2(𝑡𝑠 , 𝑡𝑒)は以下のように定式化される．

𝑓2(𝑡𝑠 , 𝑡𝑒) = 𝑒−𝛾∗𝜏′

ここで，𝑎𝑙≦𝑡𝑠＜𝑎𝑙+1かつ𝑑𝑚−1＜𝑡𝑒≦𝑑𝑚(l=1.2…L)

(m=1.2…M) のとき 

𝜏′ = 𝛿 ∗ 2𝑀′ + 𝑑𝑗 − 𝑎𝑘 − 𝑡𝑒 + 𝑡𝑠 

𝑡𝑠＜𝑎𝐿かつ𝑑𝑀＜𝑡𝑠かつ𝑡𝑒＜𝑎𝐿かつ𝑑𝑀＜𝑡𝑒 のとき

𝜏′ = ∞ 

 ここに， M′は拠点 1 へ向かう場合のバスの片道

の乗車時間である． 
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